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くためです。根拠は、2016 年 12 月に施行された官

民データ活用促進基本法です。日本 IT 団体連盟が

審査して、2019年3月にPDS事業者が誕生しました。

（菊池）わが国で、PDS 事業はうまくいくのでしょ

うか？

（石村）EU の GDPR、あるいはカリフォルニア州の

CCPA が誕生し、個人の情報上の権利保護を強める

時代です。PDS 事業の将来はあまり明るいとはいえ

ないのではないか、と思います。プライバシーを

大事にする欧米では、PDS ビジネスは難しいようで

す。

（菊池）わが国での PDS 事業、情報銀行構想の将来

は、まさに〝神のみぞ知る〟ですか？

（石村）中国は「人民の個人データは国家のもの」

だとするデータ国家監視社会主義です。欧米の価

値観とは相容れないと非難されます。それではわ

が国はどうでしょうか？

（菊池）日本は情報銀行、PDS でデータ監視資本主

義でしょうね。だって、捜査当局や税務当局は、

公益上の理由があれば、いつでも情報銀行、PDS の

データベースを捜索・調査ができる法制になって

いるわけですから・・・。

（石村）個人データ、プライバシーを一極集中させ

ることには、それこそ「光と影」がありますからね。

（菊池）情報銀行、PDS は、「影」の方が大きいと思

いますよ。情報銀行で国民はスケスケ、丸裸では

ないですか。それに、ハッカーに狙われ、公権力

に狙われる危険性も格段に高まりますよ。

（石村）情報銀行で便利な生活？なんて、「ボーっ

と生きてんじゃねーよ！」とチコちゃんに叱られ

ますね（笑い）。

（菊池）そのうち、国は、必ず情報銀行のマイナン

バー管理を言い出すでしょう。

（石村）常識人だったら、「情報銀行、そんなもの

要らネ！」ですよね。

（菊池）それに、PDS は、グレーな「名簿屋」のネッ

ト化にお墨付きを与えるような面もあります。トー

タルな人権侵害システムになりかねせんね。申し

訳ありません。議論が、データポータビリティ権（持

運び権）から大きくそれてしまいまして・・・。

（石村）それでは、カルフォルニア州の CCPA のこ

とに話を戻します。

（５）CCPA の執行

（菊池）わかりました。石村先生との対論は終盤戦

に入りました。カリフォルニア州の CCPA の執行態

勢について聞きたいと思います。

（石村）すでに少しお話したところですが。アメリ

カでは、わが国の個人情報保護委員会のような、

いわゆる「第三者機関」の設置はあまり好まれま

せん。ですから、CCPA 違反に対しては、消費者（C）

による「民事訴訟」と州司法長官（CGA）による純

粋な「行政規制（警察規制）」で対応する仕組みに

なっています。

（菊池）アメリカは本当に「訴訟社会」なんですね。

日本だと、裁判は嫌いで、個人情報保護委員会の

ような駆け込み救済機関が大好き・・・（笑い）。

（石村）わが国では、納税者や税理士は、勝てない

とわかっていても、国税不服審判所のような税務

署忖度機関に駆け込むわけです（笑い）。まあ、わ

が国の個人情報保護委員会も同類です。この委員

会は、市民の「苦情処理機関」「駆け込み救済機関」

だという自覚に欠けています。委員会スタッフの

スタンスは、IT 企業や行政の権益を懸命に忖度す

るだけです。個人に寄り添ってプライバシー権を

護る気概に欠けています。市民団体などから〝血

税のムダ遣いの個人情報反故委員会〟〝名ばかり第

三者機関〟とやゆされる始末です。アメリカの納

税者は、血税のムダ遣いをゆるしません。わが国

の個人情報保護委員会をみれば、アメリカでどう

して第三者機関が嫌われるのかがわかります。

（菊池）石村先生、CCPA の執行態勢を簡潔に教えて

ください。

①消費者による民事訴訟の提起

（石村）まず、消費者（C）による民事訴訟の提起です。

消費者（C）が、事業者（B）の CCPA 違反を問う法

制について、わかりやすく図説すると、次頁【図

表 37】のとおりです。

（菊池）消費者（C）が、事業者（B）の自己の個人

情報の取扱いについて損害を受けたとします。こ

の場合には、事業者（B）を相手に民事訴訟を提起

して、原因行為の差止め、賠償などを求めること

になるわけですね。

（石村）この点については、先ほど少し話しました。

消費者（C）は、訴訟を提起するにあたり、事業者（B）

に対して文書で通知して 30 日間の原因行為を治癒

 
 
 
 
 

消費者 
情報銀行で便利な

生活？ 

情報銀行で、スケ

スケ、丸裸！ 

【図表 36】情報銀行で国民は丸裸
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（cure）するための猶予期間を与えるように求めら

れます。なお、当初に成立した CCPA では、消費者

（C）は、事業者（B）を相手に民事訴訟を提起する

場合には、事前に州司法長官（CGA）にも提訴する

旨を通知するように義務づけられていました。し

かも、CAG は、その訴訟が不適切と考える場合に

は、ストップをかけることもできました。しかし、

2018 年 9 月 23 日に可決成立した州議会上院法案

1121 号（CCPA 修正法）では、CAG への通知義務や

CGA のよる訴訟への介入権は廃止されました。州議

会議員のなかから CCPA はあまりにも事業者寄りと

の批判があったためです。

③州司法長官による行政規制

（菊池）次に、州司法長官（CAG）による行政規制

について、説明してください。

（石村）州司法長官（CAG）が、CCPAに関する行政規制、

アメリカでは警察規制（police power）といいま

すが、を行うことになっています。

（菊池）もう少し、やさしく説明してください。

（石村）わかりました。まず、州司法長官（CGA）

は、個人情報を取り扱う事業者（B）や事業者（B）

から消費者（C）の個人情報の譲渡を受けた第三者

が求めれば、行政指導をすることができます。そ

れから、事業者（B）が、消費者（C）から 30 日以

内に行為を治癒（cure）するように通知を受けた

のにもかかわらず、治癒にあたらない場合には、

CCPA 違反になります。この場合、州司法長官（CAG）

は、事業者の CCPA 違反を問うことができます。違

反をしている事業者（B）に対して、違法行為の差

止めや過料をかすことになります。

（菊池）この場合、州司法長官（CAG）による行政

規制と消費者（C）による民事訴訟とは、別々なも

のとなるわけですね。

（石村）そうです。州司法長官（CAG）が、事業者（B）

などの CCPA 違反を問う法制について、わかりやす

く図説すると、次のとおりです。

③ CCPA の執行の仕組みの改善案

（石村）2019 年 2 月 22 日、カルフォルニア州議会

上院に、ハナ・べスージャクソン（Hannah Beth-

Jackson）上院議員が、CCPAを修正するために、「ジャ

クソン上院議員上院法案 561 号（Senate Bill No. 

561 号）を提出しました。この法案は、2 つの狙い

があります。１つは、消費者（C）の民事訴訟権の

1798.150 条

民事訴訟

(a) (1) 消費者は、事業者が情報の性質に適合した個

人情報を保護するための合理的な安全手続および慣行

を実施しかつ維持する義務に違反したために、暗号化

されていないまたは生データのままの個人情報が、不

正なアクセス、侵入、盗難、または漏えいにあった場

合には、個人または集団で、次のような救済を求めて、

民事訴訟を提起することができる。

（A）1事故 1消費者ごとに 100 ドル以上 750 ドル以下、

または実損害のいずれか高い方の損害賠償請求

（B）差止または宣言による救済

（C）その他裁判所が適切と考える救済

(2) 〔省略〕

(b) 消費者は、個人または集団で、損害賠償請求の民

事訴訟を提起する場合には、その訴えに先立ち、事業

者に対して本法のどの条項に違反することを理由に訴

えを提起しているのかを文書で通知して、治癒のため

の 30 日の猶予を与えなければならない。治癒が可能

な場合で、事業者が通知された違反を実際に 30 日以

内に改善し、かつ消費者がその違反が治癒しかつ再度

違反が起きることはない旨を文書で確認したときに

は、消費者は、個人または集団で、当該事業者に対す

る損賠賠償請求訴訟を提起してはならない。本法違反

により個々の消費者が実際に被った金銭賠償のみを請

求する訴訟を提起する場合には、いかなる通知も要し

ない。事業者が本条に基づき消費者に明文の文書を提

出したのにもかかわらず引き続き本法違反をしている

場合には、消費者は、当該事業者を相手に当該文書の

遵守を求めて訴訟を提起し、かつ、明文の文書の各違

反その他当該文書の日付後の本法違反につき損賠賠償

を求めることができる。

(c) 〔省略〕

【図表 37】消費者による民事訴訟の提起〔条文要約〕

1798.155 条

(a) 事業者または第三者は、本法の条文をどのように

遵守したらよいか州務長官に指導の意見を求めること

ができる。

(b) 事業者は、消費者から法順守違反を指摘する通知

を受けた後 30 日以内に治癒にあたらない場合には、

本法違反となる。本法に意図的に違反した個人、事業

者、またはサービスプロバイダー等は、差止めおよび

違反ごとに最高 2,500 ドルまたは故意の違反ごとに最

高 7,500 ドルの過料を課され、かつ、カリフォルニア

州民の名の下に司法長官が提起した訴訟により回収さ

れる。

(c) 本法違反を理由にかされた過料および前（b）

項に基づいて提起された訴訟の結果得た回収額は、

1798.160 条 a 項に基づいて一般会計として設定され、

かつ本条に関して州裁判所および司法長官に発生する

諸費用に全額充当することを目的とした消費者プライ

バシー基金に繰り入れられる。

【図表 38】州司法長官による行政規制〔条文要約〕



40 © 2019 PIJ

CNNニューズ  No.98カリフォルニア州消費者プライバシー法を読む

強化です。そして、もう１つは、州司法長官（CAG）

による行政規制発動の前提条件となっている事業

者（B）による CCPA 違反治癒のための 30 日猶予期

間の廃止です。

（菊池）つまり、30 日を待たずに、州司法長官（CAG）

は行政規制を発動できるようにしようという提案

ですね。

（石村）そうです。この提案には、州司法長官も賛

成しているようです。州議会を通過すると思いま

す。

（菊池）それから、消費者（C）の民事訴訟権につ

いては、どのような提案をしているのでしょうか？

（石村）現在の CCPA では、消費者（C）が、民事訴

訟で問えるのは、事業者（B）のミスで「暗号化さ

れていないまたは生データのままの個人情報が、

不正なアクセス、侵入、盗難、または漏えいにあっ

た場合」に限られます。改正案では、原則として

事業者（B）によるあらゆる CCPA 違反を問えるよ

うにしようというものです。

◆加州の住民への「データ配当」計画とは何か？

（菊池）話は変わりますが。2019 年 2 月 12 日に、

カリフォルニア州のギャビン・ニューサム（Gavin 

Newsom）新知事（民主党）は、加州議会での州知

事の施政方針演説（State of the State speech)

を行いました。そのなかで、新知事は、IT企業がネッ

ト市場で情報を利用して得た「果実」を住民に「デー

タ配当（data dividend）」（「デジタル配当（digital 

dividend）」ともいう。）する計画を発表したとの

報道を耳にしました。

（菊池）ニューサム知事といえば、去る 3月 13 日に、

死刑廃止論者で、カルフォルニア州での死刑執行

を一時停止したリベラル派ですね。

（石村）そうです。

（菊地）失礼しました。で、ここでいう「データ配

当」とは、どういったものなのでしょうか？　ま

た、昨今話題になっている「デジタル課税（digital 

tax）」とはどう違うのでしょうか？

（石村）まだ、加州知事の「データ配当」、「デジタ

ル配当」プランのイメージははっきりしないので

すが・・・。

（菊池）石村先生がイメージできる範囲内で話して

ください。

（石村）わかりました。おおかたの消費者は、個人

データはタダと思っています。ところが、ネット

企業、とりわけプラットフォーマーにとっては、

「データ」は

ネット経済市

場の石油」、「目

に見えない資

源」なわけで

す。もう少し

わかりやすく

いえば、市場

の流れが、モノからデータに大きく移行していま

す。今や、最も重要な資源は、「石油（oil）」では

なく「データ（data）」という時代だということです。

企業も政府も、「データ」の資源としての価値に注

目しているのです。

（菊池）何となく、州知事の考え方がわかりました。

州が、千両箱ではなく「個人データ」をターゲット

に「鼠小僧」役を演じようというプランですよね？

（石村）さすが、菊池税理士は、呑み込みが早い。

良い例えかどうかわかりませんが（笑い）。ネット

企業、とりわけプラットフォーマーがネット経済

市場で掘り当てた「目に見えない石油」に対して、

州が採掘権料（mineral royalty）などを課して、

それを貯めて増やしてその上がりを州民に「配当

（dividend）」しようという構想です。

（菊池）鼠小僧は、豪商からカネを奪って、貧民に

配るだけです。〝増やして配る〟というところが

ちょっと違いますね（笑い）。

（石村）「データ配当」あるいは「デジタル配当」

構想は、「個人データはタダではない」という考え

が基礎となっています。ネット市場経済で、消費

者のデータを大量に集めて、利活用し利益をあげ

ているネット企業から、加州が上納金を要求し、

貯めて増やして、その上がりを、個人データをタダ、

ギャビン・ノーサム現知事（public use）

【図表 39】 個人データはネット経済市場での「資源」、「商
品」？

消費者

「データ」はネット経

済市場の石油！「目

に見えない資源」！

「石油」はリアル

経済市場の「目

に見える資源」！

個人データは「商品」「金銭

等価物」か？、「人権」か？

個人データ（デジタル）を資源にネット広告に使って得た IT 企業の儲けに

課税（消費課税／所得課税）して、私たちに配分してよ！！
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あるいはタダ同然でネット企業に召し上げられて

いる州民に配るという感じですね。

（菊池）すでにこうした「データ配当」のような仕

組みを導入した州はないのですか？

（１）アラスカ州の「原油配当」を吟味する

（石村）現時点では、ネット経済市場の「目に見え

ない石油」ともいえる「データ」を対象とした配

当制度を実施している州はありません。ただ、ア

ラスカ州には、リアル・現実経済市場の「目に見

える石油」を対象とした「恒久基金配当（PFD ＝

Permanent Fund Dividend）、通称「原油配当」制

度はあります。

（菊池）「原油配当」制度は、どういった仕組みな

のでしょうか？

（石村）アラスカ州は、全米で 3 番目の原油生産量

を誇っています。同州は、1976 年に州憲法を改正

して「アラスカ恒久基金（APF=Alaska Permanent 

Fund）」を設立しました。州が石油会社などから受

け取る採掘権料や使用料などを元本にして運用し

て、その果実を、毎年、州住民全員に原油配当（PFD

＝ Permanent Fund Dividend）をしています。

（２）「データ配当」は格差対策の切り札？

（菊池）カリフォルニアのニューサム（Gavin 

Newsom）新知事の「データ配当」構想は、いわば「給

付金」で、格差対策のように見えますが？

（石村）ネット成金（tech billionaires）が続々

誕生しています。雑誌『フォーブス（Forbes）』の

調査では、2018 年の全米トップ 400 人金持ちのう

ち 92 人がカリフォルニア州在住です。うち上位は

ネット成金です。加州がネット成金をダーゲット

に、応能負担を強化し、金持ち増税をやれば、金

持ちは他の州に逃げるでしょう。

（菊池）まさに、そうした点が、州知事が、「デジ

タル課税」ではなく、「データ配当」と言ってのけ

た理由ではないでしょうか？

（石村）ただ、「データ配当」構想の中身がよくわ

からない現時点では、何ともいえません。アラス

カのような「原油配当」だと、リアル経済市場の

逃げ場のない目に見える〝土地〟からあがる天然

資源関連収益を原資としています。これに対して、

カリフォルニア州の「データ配当」構想では、州

境のないネット経済市場にある目に見えない資源

である〝データ〟をターゲットにしています。ネッ

ト企業は、その気になれば、加州以外、あるいは

米国外にも逃げ出せます。

（菊池）確かに、カリフォルニア州内に拠点

（establishment）を置くネット企業が州内で取扱

う個人データ取引量などに応じて課金するとした

ら、ネット企業は、そうした課金のない他の州に

拠点を移すこともできますからね。いわゆる「集

金システム」の確立は容易ではないですね。

（石村）現在、各州はプラットフォーム・ビジネス・

モデルで事業経営を展開しているネット通販会社

への課税に必死です。仮に「データ配当」は、格

差対策の切り札だとしても、その原資確保の手段

（「課金」）と、こうしたネット通販会社への「課税」

との差別化も重い課題です。

（菊池）「データ配当」、「デジタル配当」という以

コラム

1
968 年、アラスカ州北極海沿岸のプルドー

湾（Prudhoe Bay） の 州 所 有 の 土 地 か ら

アメリカ最大の油田が発見された。採掘

した石油を不凍港である州南部のパルディーズ

（Valdez）に移送するためのパイプラインが建

設された。州が石油会社などから受け取る採掘

権料や使用料などが急激に増加した。1969 年

に州の予算規模は 1 億 2,400 万ドル程度であっ

たのが、１９８1 年には、37 億ドルにも達し

た。原油関連歳入が一気に増えたアラスカ州議会

は、1976 年に州憲法を修正し、その歳入（最

低でもその２５％）を州恒久基金（APF）にプー

ルし、運用したうえでそこから派生した運用益を

全州民に「原油配当（PFD）」するプログラムを

開始した。APF は、アラスカ州政府が「石油資

源枯渇した未来の子孫のために」鉱物資源から得

た果実を運用する〝ソブリン・ウエルス・ファン

ド（SWF=Sovereign Wealth Fund）、いわゆる

政府系投資ファンド〟の１つである。全米では、

最大規模を誇る。州は、アラスカ恒久基金法人

（Alaska Permanent Fund Corporation）を設

立し、そこに運用を任せている。APF の元本は、

州住民投票による承認がない限り取り崩しができ

ない。原油配当（PFD）の配当額は前年の運用実

績次第である。これまでの配当実績は、州民 1 人

あたり、年 1,000 ～ 2,000 ドル程度。配当資格

は、1 年以上アラスカ州に居住していること。原

油配当（PFD）は、ユニバーサル・ベーシックイ

ンカム（universal basic income）の 1 種では

ないかとの評価もある。

（ＣＮＮニューズ編集局）

アラスカ州恒久基金（APF）と原油配当（PFD）
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上は、ネット企業に、データ取引売上高に消費課

税をするとか、データ取引利益に所得課税をする

のとは考え方が異なるのではないかと思います。

（石村）私もそう思います。やはり、州が、ネット

企業がネット経済市場で採掘できる目に見えない

石油資源ともいえるデータないしデジタル取引に

課金し、特別基金の元本に繰り入れ、運用して、

そこから派生した運用益を州民に配当するという

ことになるのではないかと思います。

（菊池）ボーダーのないネット経済市場だけに、目

に見えない石油ともいえるデータ取引を１州がど

のように課金するのかなど難しい問題があります

ね。リアル経済市場での消費課税や所得課税との

すみ分けも問われてきますからね。

（３）「データ配当」構想への異論、反論

（石村）カリフォルニア州のギャビン・ニューサム

（Gavin Newsom）新知事の「データ配当」構想に対

しては、プライバシー保護団体の電子フロンティ

ア基金（EFF ＝ Electronic Frontier Foundation）

などが異論を唱えています。

（菊池）なぜでしょうか？

（石村）EFF は、「プライバシーは無償（No Pay-

For-Privacy）」の原則を説いているからです。「プ

ライバシーは、憲法が保障する基本的な人権であ

る（Privacy is a fundamental human right）」と

いうのが理由です。先ほど紹介した中国では、「人

民の個人情報は国家のものである」（【図表 19】《25

頁》）という考えです。「個人情報は人権である」

という考え方が欠けています。こうした個人デー

タを国家が集約管理するデータナショナリズム（個

人データ国家監視社会主義）はゆるせますか？そ

れから、生体情報を使った超 AI 監視社会システム

「天網」を、どう評価しますか？

（菊池）生体認証情報＝個人情報、個人情報＝人権

という考え（【図表 19】《25 頁》）がないと、中国

のようになりますね。

（石村）ですから、「個人情報は人権ではない」、そ

れから「個人情報はカネで取引できる」とする見

方には、異論があるわけです。

（菊池）言い換えると、「プライバシーは売り物では

ない（no paying for privacy）」、「消費者データの

商品化に反対（no commidifying consumer data）」

あるいは「個人情報は金銭等価物ではない（no 

monetizing／pricing privacy）」ということですね。

（石村）そうです。プライバシー保護団体は、加州

知事の「データ配当」構想は、プライバシーの有

償化、個人情報は売り物にできるという流れを加

速するとして異論を唱えているわけです。

（菊池）なるほど。「プライバシーは人権であり、

人権を売り物にするのはどうか？」と反論してい

るわけですね。これまで議論してきたカリフォ

ルニア消費者プライバシー法（CCPA=California 

Consumer Privacy Act of 2018）も、個人情報、

個人データは譲渡できるとの前提でつくられてい

ますからね。しかし、一方で、個人情報、個人デー

タを人権として保護しないと、中国のようになっ

てしまいますからね。

（石村）個人のデジタルデータがカネに換算できる

金銭等価物でないという考え方は、人権論からは

スッキリします。しかし、データ独占に独禁法／

競争法（反トラスト法）などを適用するときには

問題になります。GAFAのようなネット巨人がグロー

バルで国境をまたいだネット経済市場で全人類の8

割以上の個人データを独占していても、独禁法／

競争法（反トラスト法）で規制するのは難しくな

るからです。

（菊池）確かに、自動車や鉄鋼などモノつくり企業

が、リアル経済市場を独占すると、政府規制の対

象となりますからね。一方、ネット企業が、ボーダー

のないネット経済市場で個人データを独占しても、

政府規制の対象とならないとすると、不公平ですね。

（石村）ネット巨人の GAFA などの世界独占は公的

規制ができないことになりますね。リアル経済市

場はもちろんのこと、ネット経済市場（デジタル

経済市場、オンライン経済市場）でのイコールフッ

テイング（equal footing ／競争条件の対等化）を

考えた場合には、個人データをお金に換算できる

モノと見る必要が出てくるわけです。

（菊池）わが国では、「個人データは、匿名化すれ

ば、売り物にできる」のスタンスですよね。Tポイ

ント（会員約 6,800 万人）、楽天スーパーポイント

（約 1億人）などは、消費者データを他の企業のマー

ケティング向けに提供しているようですし。

（石村）ドコモ（7 千万人）も、顧客データを連携

企業へ有償提供するとしています。わが国の場合、

個人情報保護法上も、消費者データは匿名化し、

データ流失などに気を付ければ、第三者への提供

は問題ないというスタンスです。

（菊池）しかし、匿名化した個人データでも、いろ

いろなデータも入れてプロファイリングすると誰

だか本人特定も可能だといわれる時代ですからね。

難しい論点ですね。

（石村）ICT（情報通信技術）、インターネット、プ
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ラットフォーム・ビジネス・モデル、AI（人工知能）

などの先端技術（ハイテク）を活用して個人の行

動プロファイリング、ウェブや位置情報測定シス

テム（GPS）などが、日常の消費者生活に満ち溢れ

る時代です。こうした時代には、データプライバ

シー（情報プライバシー、オンラインプライバシー）

の保護がますます重要になってきています。

（菊池）当然、政府は、消費者を保護するために法

的規制を強化しないといけないですよね。

（石村）ネット経済市場、オンライン経済市場で

個人情報を取り扱うサービスプロバイダーその他

ネット企業の方も、オプトインの仕組みを整備す

るとか、消費者の個人情報保護対策にテマやヒマ、

それにカネがかかるようになります。

（菊池）いわば、負の連鎖ですよね。

（石村）まあ、消費者に選択権がないわけではあり

ません。「プライバシーは売り物ではない」。「消費

者データの商品化に反対」。「個人情報の換金には

反対」。こうした主張を押し通す消費者がもっとた

くさん居ていいわけです。

（菊池）「自分の個人情報を護りたい。だから、ネッ

トを使ってアマゾンでモノは買わない。リアルな

書店や店舗で買う」。こうした覚悟の消費者は、む

しろ稀です。

（石村）大半の消費者には、そんな気概はないです

ね。むしろ、現実には、オンライン取引は、ます

ます加速していますからね。

（菊池）ネット企業の方も、消費者の個人情報の集

積に必死なわけです。クッキーなどで消費者のニー

ズをつかまえて、ターゲティング広告などを打つ

など何でもありです。

（石村）目に見えない資源である消費者データの商

品化、プライバシーの現金化の勢いにストップが

かからないわけです。

◆ むすびにかえて～個人データの利活用とデー
タプライバシー保護

（菊池）わたしは税理士として、仕事をしています。

リアル経済市場での仕事が中心です。しかし、毎

日、インターネットやメールを使い、ネット経済

市場ともかかわりながら、仕事に税金計算ソフト

やクラウドサービスなどを活用しています。IT 機

器や各種計算ソフトなどを臨機に使いこなしてき

ました。このようにして、急速な経済のデジタル化、

依頼主である納税者からの現実の求めに応じてき

ました。ところが、正直に言って、今まで、ネッ

ト経済市場で何が起こっているのか、十分に理解

できていなかったと思います。今回、石村先生と

の対論を通じて、ネット企業が、目の見えないネッ

ト経済市場で、個人データをカネになる資源とし

て利活用している実態が、考えていた以上に進ん

でいることがわかりました。同時に、ネット経済

市場において、個人データ、ネットプライバシー

を「人権」としてどう保護するのかが重い課題で

あることを深く認識した次第です。

（石村）消費者（ユーザー）が、PC やスマートフォ

ンを使ってアマゾンのウェブサイト・HP 検索する、

あるいはフェイスブック社（Facebook）やライン

（LINE）のようなソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）を、タダだと勘違いして、使って

います。しかし、実際にはダダではないわけです。

（清水）ユーザーは、アマゾンやフェイスブック社

のようなネット IT 企業に対して、自分の個人データ

を提供する形で対価を支払っているわけですよね。

（石村）そうです。ユーザーは自分の個人データあ

るいはプライバシーを身売りして、ネット IT 企業

からサービスを受けているわけです。今回は、カ

リフォルニア州の CCPA〔消費者プライバシー法〕

を取り上げました。EU だけでなく、アメリカでも、

個人データのカネになる資源としての利活用促進

とデータプライバシー保護という 2 つのぶつかり

あう利益をどう調整するか、難しい議論が続いて

いることがわかったかと思います。

（菊池）新たな資源として個人データの利活用を進

めれば進めるほど、リアルからネットまでカバー

できる包括的な個人情報保護やプライバシー権保

護法制が必要になることもよく理解できました。

今回は、深く議論しませんでしたが、税制、課税

制度自体も、これまでのリアル経済市場に加え、

ネット経済市場でのデジタル課税が大きな課題と

なっています。当然、リアル経済市場でのモノつ

くり企業や商業施設、金融機関などの衰退は税務

行政や税務専門職の仕事にも大きな影響を及ぼし

ます。よく考えてみますと、税務専門職界は、EV

車全盛時代が至近なのに、2030 年、2040 年にい

たってもガソリン車・ディーゼル車が売れると考

えている感じです。これからの税務専門職は、もっ

と時代感覚を磨かなければなりません。また、経

済市場をリアルからネットまで全体的に理解でき

るように知的学習を重ねないといけません。でな

いと、生き残れないと感じました。貴重なご教示、

ありがとうございました。

（石村）いえ、いえ。敬虔なキリスト教徒は毎週日
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曜日に教会に行きます。なぜでしょうか？

（菊池）・・・・・。

（石村）牧師や司祭のような宗教教師から教えを聴

いて、忘れないようにするためです。菊池税理士も、

この対論をした直後は、税理士業界もデジタル経

済社会の拡大に伴い創造的破壊（ディスラプショ

ン／ disruption）の大波をかぶると理解していて

も、すぐに忘れるわけです。「税務署の忠実なお手

伝いさんに徹していれば、何とかなる」と同僚と酒

を酌み交わす毎日に戻ってしまうわけです（笑い）。

（菊池）何度も、何度も、教えを聴いて再確認する

必要があるということですね（笑い）。

（石村）そういうことです。いずれにしろ、わが国

のような、役人にお任せ、企業の顔色をうかがう

市民不在の個人情報保護法制の整備のやり方では、

市民のプライバシー権、自己情報のコントロール

権の強化には消極的、後ろ向きになりがちです。

（菊池）日本は「刀狩り」の伝統のある国です。わ

が国の役人は、市民に強力なプライバシー権のよ

うな武器（刀）を与えることなどとんでもない、

といった姿勢ですからね。

（石村）そうですね。しかし、これでは、わが国市民

の個人データは、グローバルな巨大デジタル・プラッ

トフォーム企業に喰いちぎられてしまいますね。

（菊池）わが国は、個人データの自己コントロール

権を徹底的に法認し、市民ファーストのネット秩

序を目指す必要があります。そのためには、EU の

GDPRや加州のCCPAにもっと学ぶ必要がありますね。

（石村）そうですね。わが国の経済界は、ネット

IT 企業を縛るクッキーなどの識別子、個人識別符

号の規制強化やダイレクトマーケティングを拒否

する権利を個人に与えることには否定的です。し

かし、市民に強力なプライバシー権を認めるかた

ちで戦える武器を与える度量がないと、グローバ

ルな巨大デジタル・プラットフォーム企業には太

刀打ちできません。わが国のネット IT 企業が束に

なっても、全人類の 8 割の個人データを握る GAFA

のようなグローバルな巨大デジタル・プラット

フォーム企業とは勝負にならないのはわかってい

るはずです。

（菊池）同感です。産官が結託し、わが国のネット

IT 企業が束になっても、GAFA や BATH と対峙する

のは至難だと思います。

（石村）やはり、市民のプライバシー権の強化、武

器を携えた消費者（ユーザー）の協力・加勢が不

可欠だと思います。

（菊池）石村先生、もっと議論をしたいのですが、

もう、時間がなくなってしまいました。今回は、「州

民が主役」のデータ市場の育成、そのための消費

者データの保護をねらいに制定されたカリフォル

ニアの新法 CCPA について、大変勉強になりました。

加州の動きを通じて、ネット企業による「個人デー

タ」という〝石油〟にも相当する目に見えない資

源の争奪戦が、「消費者不在」で続けられていたこ

とを確認できました。わが国の個人情報保護法制

でも、同じような問題をかかえていると思います。

にもかかわらず、消費者のデータ保護がなおざり

にされていることを痛感しました。

　それから、カリフォルニア州の新知事が提案し

た「データ配当」構想についても、大変勉強にな

りました。州民の個人データは、本来、州民のも

のである。州民がネット IT 企業に奪われたデータ

からあみ出された利益は州民に返さなければいけ

ない。こうした認識から、州知事は、州民のデー

タからあみ出された元本を運用して、そこから派

生した運用益を州民に還元する構想を打ち出しま

した。斬新なアイディアだと思いました。石村先生、

ご多用なところ、専門的な観点から有益なご意見

をありがとうございました。

（石村）こちらこそ、いろいろな観点から議論いた

だき、感謝しております。読者にも、この議論は

大きな刺激になるのではないかと思います。
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共
通番号いらないネット（共通番号・カー

ドの廃止をめざす市民連絡会 /http://

bango-iranai.net/） は、2019 年 4 月 12

日（金）午後から、東京、衆議院第２議員会館会

議室で、「マイナンバー制度の拡大を狙う「３法案」

に反対する院内集会」を開催した。集会には、マ

スメディアを含め各界から 80 人あまりの市民が参

加した。

　集会開催に先立ち、社民党の福島瑞穂参議院議

員があいさつ、マイナンバーの拡大利用による市

民のプライバシーへの懸念があることにふれると

ともに、改正 3 法に反対する旨のあいさつをされ

た。

　集会は、共通番号いらないネット事務局の宮崎

敏郎氏の司会で進行された。はじめに、共通番号

いらないネットの原田富弘氏から 3 法案の概要、

市民の人権をむしばむ内容について問題点の指摘

がなされた。続いて、神奈川県保険医協会事務局

の知念哲氏から、マイナンバーカードを健康保険

証として利用し、オンライン資格確認を行うこと

を柱とする健康保険法改悪案への反対の意見表明

が行われた。次に、共通番号いらないネットの井

上和彦氏から戸籍にマイナンバーを紐づける戸籍

法改正の危険性についての反対の意見表明があっ

た。

PIJ からは、石村耕治代表が参加し、通知カー 

ドを廃止してマイナンバーカードの実質強制交付、

国内パスポート化を目指す邪悪なデジタルファー

スト法について、反対の意見表明があった。

　また、会場参加者からは、マイナンバーカード

の健康保険証化による常時カード携行の危険性、

監視国家化への懸念を含め、３法に対する政府改

正立法への異論、反対が表明された。

　なお、当日の集会は、ユーチューブ（youtube）

の動画「マイナンバー制度の拡大を狙う「３法案」に反

対する院内集会」www.youtube.com/watch?v=1DoA2u498e0

にアクセスすれば、参観できる。

◆問題法案の紹介

　第 198 回国会（通常国会）は、2019 年 1 月 28 日に、

6 月 30 日終了する 150 日の会期で召集された。通

常国会には、個人番号（マイナンバー）制度の拡

大を狙う、次のような３つの重要法案が上程され、

審議された（詳しくは、共通番号いらないネット

の HP 参照）。
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マイナンバー制度の拡大を狙う 「３法案」

に反対する院内集会開催される

報告：4.12

◆日時：2019 年４月１２日（金）１２：００～１３：３０
◆場所：衆議院第２議員会館　第１会議室
◆主催：共通番号いらないネット

ＣＮＮニューズ編集局

衆院第 2議員会館での反対集会（写真：柏木美枝子氏提供）

① マイナンバーカー ドの保険証利用を中心とする健

康保険法等の改正案です。これは「医療保険 オン

ライン資格確認の導入」として健康保険証の代わり

にマイナンバーカードを使う仕組みを作るととも

に、医療情報をトータルに共有しようというもの（2

月 15 日提出）。 

② 戸籍にマイナンバーを紐づける戸籍法改正。これは

マイナンバー制度の情報連携によって行政事務への

戸籍情報の提供を行うことによって戸籍抄本などの

証明書類の添付省略を可能にするもの。しかし、こ



◆石村 PIJ代表の反対声明要旨

　マイナンバー（私の背番号）IC カードを、2021

年 3 月までに健康保険証にする「不健康」なプラ

ンが出てきた。2021 年 3 月までに医療機関で保険

証カードを使えるようにするという。マイナンバー

カードを「健康保険証」にすれば、持たないわけ

にはいかない、逃げられない、と読んでいるわけだ。

加えて、通知カードを廃止し、直接 IC カードを強

制交付するデジタルファースト法案が出てきた。

　マイナンバーカードには、顔写真や背番号、そ

れにあらゆる基礎的な個人情報が書かれている。

この健康保険証カードはあらゆる犯罪の道具にな

る。カードの紛失・盗難、悪用、なりすまし犯罪、

振り込め詐欺などの多発につながる。それこそ、

国民背番号が券面に書かれた健康保険証 IC カード

携行は「不健康」そのもの。私の背番号を入れ墨

して、プライバシーを首から下げて歩け！に等し

い。それに、「パスワードを頻繁に変えて個人デー

タの安全を確保する時代に、生涯不変の背番号（12

ケタのパスワード）を持ち歩け」というのも解せ

ない。

　仮に皆が背番号 IC カードを持たせられたとす

る。だが、パソコン（PC）と IC カードリーダーが

ないと利用できない電子政府構想（マイナポータ

ル）では、利用促進はムリだ。PC は、論文やレポー

トを書くときは便利。だが、世はICカードリーダー

をつなげないスマホや iPad などモバイル端末が全

盛の時代である。結局、スタンドアローンの健康

保険証、人権侵害の IC カードにしかなるまい。

　マイナポータルの利用には、マイナンバー IC

カードを使う。だが、12 ケタのマイナンバーを使

うわけではない。カードに入っている PKI（公開鍵・

電子証明書）を、セキュリテイ対策に使うだけだ。

オーストラリアでは、モバイル端末全盛時代に応

えて、IC カード（PKC）を使わない電子政府（myGov）、

電子申告（myTax）を導入した。利用には、パスワー

ド＋ 3 つの Q&A を使う。国税庁は、この辺はわき

まえている。今年 1 月からマイナンバーカードを

使わず、代わりに個別 ID 番号・パスワードで電子

申告ができる仕組みに舵を切った。IC カードを必

須とするマイナポータルは、明らかに陳腐化、ガ

ラパゴス化している。

　不健康な健康保険証カード化や IC カードの強制

交付は、マイナポータルの利用拡大にはつながら

ない。このことを、総務省の役人はわかっている

はずだ。要するに、国民 ID 制度の導入。つまり国

民全員が背番号と顔写真つきの不健康な健康保険

証カード、IC カードを持ち歩けということだ。「マ

イナンバーカードを持たない人は、非国民」とす

る監視国家の流れを加速したいだけだ。

あもう１つの動機が不純な総務省のプランがある。

マイナンバーカードを使った自治体ポイント制度

である。消費税増税で「切れ目のない景気対策をう

たうが、内実はカードを持たせるための切れ目のな

い悪巧み」。この種の共通ポイントカードは民間に

ひしめいている。加えて、〝体力勝負〟とやゆされ

るスマホを使った民間の決済＋ポイント集約の仕

組みも続々と誕生。民業圧迫、素人官業の「自治体

ポイント」は必ず血税のムダ遣いに終わる。むしろ

「危ないマイナンバーカードで集められた自治体ポ

イントの警察による危ない使われ方」が心配だ。

　結局、スタンドアローンの（他には使えない）

健康保険証、IC カード化に終始するはずだ。紛失・

悪用で痛い目に合う市民が続出するのではないか。

世は、スマホ全盛時代だ。IC カードを使う限り、

ガラ系のマイナポータルの飛躍的な利用拡大は望

めない。自公長期政権、脆弱な野党の現在、総務

省の役人には、もう電子政府はどうでもよい。今

が「国内パスポート」、「国民全員に身分証（ID）

を持ち歩かせる監視国家」実現の最後のチャンス

という読みだ。だが、この愚策で、庶民がなりす

まし犯罪などで地獄を見るのは必至だ。
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れまで区市町村で管理されていた戸籍を「戸籍情報

連携システム」 を構築することで法務大臣が一括管

理できるようになり、戸籍の国家管理を招く問題の

多い改正（3月 15 日提出）。 

③ 通知カー ドを廃止してマイナンバーカードの交付

率を上げようとするデジタルファースト法案です。

行政手続を原則としてデジタル化することを目的と

すると銘打っていますが、実は低迷するマイナン

バーカードを多くの市民に持たせたいという内容で

す（3月 15 日提出） 。 

【図表 1】 「マイナンバーカードを持たない人は、非国
民」、の国民監視国家！！
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　2008（平成 20）年 3 月 6 日の最高裁住基ネット

（第一小法廷）合憲判決では、システム上、住基カー

ド内に記録された住民票コード本人確認 4 情報が

行政サービスを提供した行政機関のコンピュータ

に残る仕組みになっていなければ、違憲の疑いが

でてくる。しかし、残らない仕組みになっていれ

ば合憲である旨の判決を下している（民集 62 巻 3

号 665 頁。（http://www.courts.go.jp/app/files/

hanrei_jp/933/035933_hanrei.pdf）

　この判決を逆手に取り、国の役人は、特定個人

情報と紐づけできる符号・シリアルナンバーなど

の識別子は、システムに残っていても合憲である

という解釈をしているのである。政府機関は、政

府ポータルサイト（マイナポータル）を使った情

報連携には、12 ケタのマイナンバーは使っていな

いわけである。例えば、戸籍事務へのマイナンバー

制度導入を取ってみても、12 ケタの個人番号では

なく、番号から組成された機関別符号【情報提供

用個人識別符号】を使うとしている。これは、最

高裁判決に沿い、憲法違反となることをさけるた

めである。

　マイナンバー反対集会に参加して何とかしない

といけないと思うことがある。それは、市民は、

11 ケタのマイナンバーには反対の声をあげる。し

かし、ネット空間に設置された情報連携基盤（デー

タマッチング・システム）であるマイナポータル

で流通している個人番号などから組成された個人

識別符号とは何かについて、ほとんど知識がない

ことである。

【Q ＆ A：11 ケタの個人番号と個人番号から組成

された識別符号の違い】 

　（Q）「個人番号（マイナンバー）」と「符号・識

別子など」との違いについて、説明してください。

　（A）旧民主党政権時に、元役人の古川元久議員（現

国民民主党所属）らが旗振りをして国民背番号で

ある 12 ケタの個人番号を導入しました。

　（Q）俗に「マイナンバー」という、うっとうし

い国民監視番号ですね。

　（A）そうです。入れ墨のようなうっとうしい 12

桁の数字です。目に見える現実空間（以下、「リアル」

または「リアル空間」といいます。）では、申告書

や支払調書などに 12 ケタの数字が記入されます。

しかし、ネット（デジタル空間）に構築された政

府ポータルサイト（マイナポータル）では、個人デー

タを 12 桁の番号でやり取りしていないわけです。

　（Q）つまり、マイナンバー IC カードを IC カー

ドリーダーに挿入して読み取られるのは、12 ケタ

の数字ではないということになるわけですね。

　（A）そうです。IC カードから読み取るのは、カー

ドに格納された公開鍵暗号（PKI）、つまり、「符号」、

「識別子」、「シリアルナンバー」などです。それに、

マイナポータル（情報連携システム）内部でも、

情報のやり取りは、12 ケタの個人番号を使ってい

ないわけです。使っているのは、情報提供用個人

識別符号（機関別符号）を使っています。

　（Q）「目に見える 12 ケタのマイナンバーに反対」

を唱える。でも、ネット空間に設置された（プラッ

トフォームである）マイナポータル（政府ポータ

報告：番号制度拡大法に反対する院内集会

【図表 2】 リアル空間で使われる12ケタの個人番号、ネッ
ト空間で使われる識別符号と、最高裁住基
ネット合憲判決の所在

目に見えるリアル空間・市場で使われ

る 12 ケタの個人番号（マイナンバー）

目に見えないネット（デジタル／サイ

バー／オンライン）空間・市場で使

われる個人番号から組成された符

号・シリアルナンバーなどの識別子

システム上、住基カード内に記録された住民票コード等の本人確認情報が行政サ

ービスを提供した行政機関のコンピュータに残る仕組みになっていなければ、合憲

である。言いかえると、特定個人と紐づけできる符号・シリアルナンバーなどの識別

子はシステムに残っていても合憲であるという解釈ができる。事実、例えば戸籍事

務へのマイナンバー制度導入を取ってみても、12 ケタの個人番号ではなく、番号か

ら組成された機関別符号【情報提供用個人識別符号】を使い、最高裁判決との抵

触を避けている。

コラム

一
般の市民や議員に十分理解されていない

ことがある。それは、①目に見えるリア

ル空間で流通する 12 ケタの個人番号（マ

イナンバー）と、②目に見えないネット空間で構

築されたマイナポータル（政府ポータルサイト／

マイナポータル）で流通する、個人番号から組成

された符号・シリアルナンバーなどの識別子（オ

ンライン識別符号）の存在である。

（ＣＮＮニューズ編集局）

この集会で浮かび上がったウイークポイント



ルサイト）では、リアル空間で流通する 12 ケ

タの番号が流通しているわけではないわけです

ね。

　（A）そういうことです。ネット空間に設置され

たマイナポータルでは目に見えない PKI のような

暗号、符号、識別子、シリアルナンバーは、原則

個人情報保護法上の保護対象にはならないとして

います（個人情報保護法 2 条。しかし、「他の情報

と容易に照合することによって特定の個人を識別

できることになる場合」は、個人情報保護法の保

護対象となるとしています。（この点は、CNN ニュー

ズ本号《98 号》の『カリフォルニア消費者プライ

バシー法を読む』で論じているので参照ください。）

　　　

あ（Q）なるほど。となると、マイナンバー反対

運動は、リアルな 12 ケタの背番号だけをターゲッ

トにしているのでは十分ではないわけですね。ネッ

ト空間で流通する符号、識別子、シリアルナンバー

などもターゲットにする必要がありますね。

　（A）そうです。が、デジタルファースト法とか、

戸籍事務へのマイナンバーの導入とか議論してい

ても、議員も、運動体も、IT 知識に弱いわけです。

総務省などの役人は、IT 企業からの派遣社員とか

と一緒になって法案を作っているわけです。IT で

は素人同然の一般の議員や市民団体には、よくわ

からない、血税をふんだんに使って画策している

役人にはかなわないわけです。

　（Q）いわば、ブラックボックス、ダークサイト

でデジタル関連法案がつくられ、内容もよくわか

らないような状況で、法律が成立しているわけで

すね。

　（A）そうともいえますね。大方の議員も、役人

の意のままに操られ、よくわかっていないわけで

す。反対できる知識を持ち合わせていないわけで

す。

　（Q）楽天やヤフーのような民間のプラット

フォーム IT 企業と同様に、行政もネット空間に設

置されたプラットフォームであるマイナポータル

で、12 桁の番号ではなく、符号その他の識別子を

使って個人情報を紐づけし、人格管理を強化して

いるということですね。

　（A）そうです。それに、すでにふれたように、

住基ネット最高裁判決では、「システム上、住基カー

ド内に記録された住民票コード等の本人確認情報

が行政サービスを提供した行政機関のコンピュー

タに残る仕組みになっておらず」、合憲であるとし

ました（最高裁 2008 年 3 月 6 日第一小法廷判決・

民集 62 巻 3 号 665 頁）。この判決を受けて、マイ

ナポータルその他政府のデータベース（DB）、サー

バーでの個人データの紐づけ、やり取りは、住民

票コードや個人番号を残さなければ OK、符号その

他の識別子は残しても住民票コードや個人番号で

はないから OK という解釈が通用しているわけで

す。

　（Q）個人番号（マイナンバー）が行政機関のサー

バーや DB などに残らなければ合憲というわけで

すか？

　（A）そうです。住基ネット違憲訴訟を起こした

市民団体も当時、リアル空間で流通する目に見え

る住民票コードだけを問題にしました。一方、裁

判所も、申し立てられた範囲内で判決を下しまし

た。ところが、住基ネットとかマイナポータルと

かは、現実空間ではなく、ネット空間で個人デー

タが紐づけ、やり取りされる仕組みです。

　（Q）最高裁の判決、文理解釈に従う限りでは、

行政がネット空間で、住民票コードや個人番号（マ

イナンバー）そのものではなく、これらから組成

された符号、シリアルナンバーその他の識別子を

使って個人データをやり取りするのは合憲という

ことになるわけですね。

　（A）そういうことです。マイナンバー違憲訴訟

も、文科系の発想で争われています。ネット空間

では、住基コードや個人番号で個人データがやり

取りされているわけではありません。識別子、識

別符号などでやり取りされているわけです。市民

団体、そうした団体の運動を支える弁護士の多く

も、その辺がわかっていなかったのではないでしょ

うか。あるいは、紙媒体、リアル空間での個人情

報の流通が中心の時代でしたから・・・。マイナ

ンバー違憲訴訟では、理科系の発想で訴訟を起こ

さないといけなかったわけです。
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市民

省庁のサーバー間の

個人データの紐づけ

にはマイナンバーは

使っていないんだ！

【図表 3】 省庁サーバー間でのデータの紐づけにはマイ
ンバーは使っていない
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◆この法律の狙い

　私たち消費者は、安いというだけで購入した外

国製の衣料品がタンスの肥やしになっているのを

目の当たりにしている。消費生活をおう歌し、ど

うしてこんなに安く販売できるのかなどは、深く

考えないようになっている。一歩立ち止まって考

えるのも必要ではないか。その製品が、途上国の

児童労働、あるいは奴隷労働で作られているかも

知れないからだ。消費者は、購入しようとする製

品がどのようなプロセスで作られてきたのかを

知るべきではないか。一方、販売する企業（事

業者）も、社会的責任（CSR=corporate social 

responsibility）の一環として、そのプロセスを

消費者に知らせる必要があるのではないか。

　こうしたニーズに応えるために、カリフォ

ルニア州は、シュワルツェネッガー（Arnold 

Alois Schwarzenegger）元州知事の治世の 2010

年に、カリフォルニア州サプライチェーン透明

法 (California Transparency in Supply Chains 

Act/SB 657) を制定した。そして、この法律

は、2012 年 1 月 1 日に発効した（加州民事法典

1714.43 条）。

　「サプライチェー

ン」とは、モノを

扱う企業の、原材

料入手の段階から

製造・販売されて

消費者の手に届く

までの流れ（物流

／ logistics）、 一

連のプロセスを指

す。「供給網」とも

邦訳される。この

法律は、カリフォ

ルニア州内で事業を行う一定規模を超える企業に

対して、サプライチェーンの透明化、トレーサビ

リティの確保および情報開示を求め、消費者の力

を結集し、奴隷労働や人身売買を撲滅することを

狙いとするものである。連邦でも、議会民主党が、

加州と同種の法案（H.R. 4842）を議会下院に提出

しているが、成立にはいたっていない。なお、イ

ギリスやオーストラリアなどでは、「現代奴隷法

（Modern Slavery Law）」の名称で成立している。

わが国の企業を含め、グローバルにみても、法律

による強制がなくとも、自主的な基準を定めサプ

ライチェーンを公開している事業者（企業）も多い。

◆この法律の適用対象となる事業者とは

　加州の場合には、全米に先駆けて、法律で一定

規模の事業者（企業）に対してサプライチェーン

の透明化・公開を強制的に求めたことが特徴とい

える。

　加州の法律は、次の３つの要件を充たす事業者

に適用される（加州民事法典 1714.43 条）。

◆この法律で情報公開の対象となる範囲

　この法律の適用対象となる事業者には、少なく

カリフォルニア州サプライチェーン透明法

カリフォルニア州サプライチェーン透明法

カリフォルニアが熱い！！≪もう１つのリベラルなカリフォルニアの法律の紹介≫

(California Transparency in Supply Chains Act)

奴隷労働・児童労働でつくられた商品は買わない！！

石 村 耕 治 （　　　代表）PIJ

① 加州税申告書にいう小売業（retail seller）や製造

業 (manufacturer) を営んでいる事業者であること。

② 加州内での、衣類や家具や文房具、おもちやのよ

うな有形資産（tangible goods）に関する事業

（business）をしていること。

③ 海外からの収入を含めた年間全世界総収入が 1 億ド

ル（$1 ＝ 100 円換算で、100 億円）を超える規模の

事業者であること。

【図表１】 加州のサプライチェーン透明法が適用になる
事業者とは

シュワルツェネッガー加州元知事
（public use）



とも次のような範囲の情報を、公表するように求

められる。

　事業者は、みずからのウェブサイトのホームペー

ジ（HP）の、明瞭かつ容易にクリックできる箇所

にリンクを張り、直接公開ページに入れるように

しなければならない。また、ウェブサイトを持た

ない事業者については、消費者から文書での請求

を受けてから 30 日以内に文書で開示するように求

められる。開示文書は、ウェブベースと同じ公開

基準のものでなければならない。

◆加州司法長官がこの法律を執行する

　 こ の 法 律 は 州 司 法 長 官（AG ＝ Attorney 

General）が所管する。したがって、違反があった

場合の差止救済のための訴訟の提起については州

司法長官が担当する。州司法長官事務局は、この

法律に関する質問や報告を受けるために、専用の

電子メールアドレス［SB657@doj.ca.gov.］ を公開

している。

◆ 賢い消費選択に奉仕する誠実な企業が求めら
れる

　すでにふれたように、この法律の適用ある事業

者（企業）は、サプライヤーの監査、サプライヤー

の評価に関するポリシー、従業者や下請業者向け

に内部説明責任基準などを策定するように求めら

れる。

　この法律は、消費者が、モノを購入する際に、

その企業がサプライチェーンの管理においてどの

ような倫理的調達プログラム（ethical sourcing 

program）、サプライチェーンポリシーを確立し、

それを誠実に実施しているのかなどを点検したう

えで意思決定ができるように支援することを目的

としている。この法律のもと、カリフォルニア州

では、消費者の賢い消費選択に奉仕する誠実な企

業が求められることになる。

　ちなみに、企業のサプライチェーンにおいて、

児童労働、強制労働、奴隷労働、または人身売買

によって生産されたモノを一切扱っていないこと

を消費者に保証するために、IT を活用して効率的

な経営をする手法は、「サプライチェーンマネジメ

ント（SCM ＝ Supply Chain Management)」と呼ば

れる。カリフォルニア州では、相応の規模の事業

者（企業）には、SCM が推奨される。

◆ 倫理調達プログラムと加州サプライチェーン
透明法の所在

　アメリカでは、規模の大きい事業者（企業）

は、CSR 調達を管轄する組織部門には、「Ethical 

Sourcing（倫理調達）」あるいは「Responsible 

Sourcing（責任ある調達）」という名称を用いる

ケースが多い。この組織部門は、法務、人事、環

境、営業関連など、多数の部門にわたる横断的な

事務や情報を取扱い、かつ各部門間をコーディネー

トする役割を担っている。同時に、倫理的調達プ

ログラム（Ethical Sourcing program）を立てて、

その一環として「サプライヤー基準（Standards 

for Suppliers）」を設定している。ひとくちに「サ

プライヤー基準」といっても、以下のように、そ

の対象となる項目にはさまざまなものがある。
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❶証明（verification）

【図表 2】 加州のサプライチェーン透明法が事業者に求
める公開の範囲

製品のサプライチェーンにおける人身売買や奴隷労働

の危険性の評価およびその危険性に取り組むこと。公

表にあたり、証明が第三者によって実施されていない

場合には、その旨を特記するものとする。

❷監査（audits） 

❸認証（certification） 

サプライヤーがサプライチェーンの人身売買や奴隷労

働に関する事業者の基準を遵守しているかどうかを監

査すること。公表にあたり、証明が独立かつ抜き打ち

の監査でない場合には、その旨を特記するものとする。

製品に使われている原材料が、その事業を営んでいる

国の法律を遵守している直接サプライヤーであるとの

認証を受けている事業者から仕入れていること。

❹説明責任（accountability）

奴隷労働と人身売買に関する事業者の基準に適合しな

い従業者やコントラクター（下請業者）についての内

部の説明責任および手続を確立すること。

❺研修（training）

サプライチェーン管理に直接責任を負う事業者の従業

者や経営幹部に対して、人身売買や奴隷労働に関し、

とりわけサプライチェーン内部での製品にかかる危険

性を少なくするための研修を実施すること。

❶労働・人権

【図表 3】サプライヤー基準とは何か

児童労働、強制労働、奴隷労働、人身売買、労働時間、

休憩時間、適正な賃金、性差別・人種差別、ハラスメント、
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カリフォルニア州サプライチェーン透明法は、こ

れら多様なサプライヤー基準のうち、１労働・人

権の基準に傾注する形で、加州の事業者に透明化・

情報公開を求めたものともいえる。いわゆる「最

低基準（de minimis）」であり、【図表 3】に掲げた

他の基準も含めて公開することが推奨されている。

カリフォルニア州サプライチェーン透明法

安全衛生、作業の安全管理・教育研修の実施、団体交

渉権の保障、衛生的な宿舎・食堂施設の確保、緊急時

対応措置など。

❷消費者保護

❸ガバナンス・法令遵守

製品の品質・安全性管理、欠陥製品への対応、個人情報・

プライバシー保護など。

国際ルールやサプライヤー所在国法令に遵守、サプラ

イヤーの適正な財務管理、知的財産権保護、汚職わい

ろの防止、サプライチェーン／サプライヤーのサイバー

セキュリティ・サイバー攻撃からのリスク評価など。

❹人間環境保全

大気・水質・土壌などの汚染防止、森林の保護、騒音・

悪臭の防止、汚染物質・廃棄物の管理、省エネの実施、

CO ２排出量の抑制など。

P I J 定時総会のご報告
プライバシー・インターナショナル・ジャパン（PIJ）事務局

PIJ の定時総会が、さる2019年 5月 25日（土）、東京・池袋の東京芸術劇場会議室において、第1部　定時総会、
第2部　報告、第3部　講演のかたちで、以下のとおり開催されました。定時総会では、すべての案件が承認されました。

第 1 部　定時総会

１．開会宣言　司会者
１．代表あいさつ
１．議長選任
１．議　　事
　第１号議案　２０１８年度活
動報告承認の件
　第２号議案　２０１８年度収
支報告書並びに財産目録承認の
件
　第３号議案　２０１９年度活
動計画承認の件

　第４号議案　２０１９年度収
支予算案承認の件

第 2 部　報告

【役員に関する報告】
2018 年 5 月 26 日評議委員会で
選任された役員は次のとおり。
任期は、２事業年間

《代表》　
石村耕治（白鷗大学名誉教授）

《副代表》
辻村祥造（税理士）

《常任運営委員》　　　
我妻憲利（事務局長／税理士）　

勝又和彦（税理士）
菊池　純（税理士）
白石　孝（市民団体役員）
高橋正美（税理士）
平野信吾 （税理士）
益子良一（税理士）　　　　　　　
中村克己（編集局長／税理士）

《相談役》河村たかし（名古屋市
長／元衆議院議員）

第 3 部　講演

ストップ！　
不健康なマイナンバーカードの健
康保険証化、強制交付案
講師　石村耕治（PIJ 代表・白鷗
大学名誉教授）

第 2 ４回定時総会

２０１9 年５月２5 日（土）

於　東京芸術劇場会議室

【２０１９年度活動計画】

次に掲げる諸活動を行う。

１．共通番号 / マイナンバーの利用制限・廃止に向けての取組み

２．個人番号 IC カードの国民登録証（ID）化への反対

３．監視カメラ規制対策法制の検討

４．行政のデジタル化をめぐる市民のプライバシー保護活動

５．電子政府構想と番号法制・個人識別符号の規制

６．個人識別符号を含む電子通信プライバシー（e プライバシー）の保護

７．医療情報その他要配慮個人情報の保護問題への対応

８．個人情報保護委員会を含む個人情報保護法制の市民目線での改革

９． デジタル経済市場におけるプラットフォーム企業による個人データ、

　   ビッグデータ（匿名加工情報）の商業利用の法的規制のあり方の検討

【会報発行に関する報告】
          

会報「CNN ニューズ」（季刊）
を次のとおり 4 回発行した。

・ 第 93 号

  2018 年 3 月 31 日 発行

・第 94 号

  2018 年 7 月 24 日発行

・第 95 号

  2018 年 10 月 20 日発行

・第 96 号

  2019 年 1 月 7 日発行
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ピ－・アイ・ジェ－（PIJ）

・通知カードを廃止し、マイナンバーカードを

国民に強要するデジタルファースト法は悪法

だ。加州の法律ではクッキーを使って事業者が

収集した閲覧サイトデータも規制の対象だ。わ

が国財界はクッキー規制に消極的。だが、市民

がネット巨人と勝負するのには高水準のデータ

保護法が必須だ。 （N）
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年 月 日 活 動 内 容 場 所 担当者

18.04.12 市民団体でのレク「データ監視社会のゆくえ」 埼玉・コムナーレ 石村代表

18.04.14
通訳「EU法における過大な政府債務の削減とポーランド法制への影響」

（演者：A.ハナッシュ教授）
東京・日大法学部 石村代表

18.05.23 労働総研主催学習会でのレク「内部留保課税」 東京・全労連会館 石村代表

18.05.26 PIJ 定時総会 東京芸術劇場会議室 PIJ 役員

18.06.16 TC フォーラムでの講演「共謀罪や扇動罪の怖さ」 東京・中大駿河台記念館 石村代表

18.07.20 PIJ 運営委員会の開催 PIJ 事務局 PIJ 役員

18.07.25
記事「人権監視の道具：人権を蝕むマイナンバーは要らない」建設労働の
ひろば 107 号

- 石村代表

18.07.31 東海税務法務研究会レク「扇動罪と税理士」 岐阜・グランヴェール 石村代表

18.08.27 税理士による河村たかし後援会レク「税理士と共謀罪（テロ等準備罪）・煽動罪」 名古屋・中統ビル 石村代表

18.08.29 共通番号いらないネット主催：個人情報保護委員会へのヒアリング実施 東京・参院議員会館 石村代表

18.09.25 名古屋税研レク「AI税務の将来像を展望する」 名古屋グランドホテル 石村代表

18.10.07 神建連主催講演「マイナバーと扇動罪」 建設プラザかながわ 石村代表

18.10.13 PIJ 運営委員会の開催 PIJ 事務局 PIJ 役員

18.10.20 共通番号いらないネット全国集会：どうなっているの？マイナンバー 東京・文京区民センター 石村代表

18.11.04 東京新聞取材「マイナンバーの不適切複製、保管」 東京新 18.11.6 朝刊掲載 石村代表

18.11.30 東海税務法務研究会レク :「AI 税務と税務専門職」 岐阜・グランヴェール 石村代表

18.12.28 PIJ 運営委員会の開催 PIJ 事務局 PIJ 役員

19.01.15 共通番号いらないネット主催学習会でレク「マイナンバーここが問題」東京・千駄ヶ谷区民会館 石村代表他

19.01.15 記事「問われる質問応答記録書」税経新報 673 号 税経新人会 石村代表

19.01.29 名古屋税制研究会レク「問われる社会保険診療サービスへの消費課税」名古屋グランドホテル 石村代表

19.02.06 市民団体主催レク「巨大 IT企業 GAFA 対策としての GDPR を読み解く」東京・衆院第二議員会館 石村代表

19.03.07 赤旗取材「GAFA 対策と EUの GDPR から学ぶもの」 浦和・コルソ 石村代表

19.03.23 税理士による岐阜市長を支援する会主催レク「デジタルシティ・2045 年の
岐阜市にイメージを探る」

岐阜・グランヴェール 石村代表

PIJ 活動報告書（2018 年 4 月～ 2019 年 3 月）　　PIJ 事務局作成


